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【研修の概要】 

・川内村は、「復興のフロントランナー」としていち早く地域の復旧・復興事業に取り組んできました。しかし、

復興事業がインフラの拡充に傾注し、住民の被害実態に十分に対応していないことが問題視されてきました。 

・そうした事態が生じる背景には、復興行財政制度自体に問題があると考えました。そこで、本調査研究では、

復興行財政の問題点を明らかにするべく、川内村の復興政策と国の財政措置を分析しました。 

・行政担当者に聞き取り調査をおこなってきた中で、復興事業の計画過程において 2 つのことが影響したと考

えました。第 1 に、国庫補助率の高い事業を優先的に取り入れてきたことです。第 2 に、住民と十分に議論

する機会を設けずに復興事業を進めてきたことです。 

・川内村をはじめ被災自治体がそうした事態に陥る背景には、国の復興行財政自体に問題があります。最も大き

な問題点は、時間的制約です。財政措置を利用できる期間が限られており、復興事業計画をただちに実行に移

すために、住民と十分に議論する時間を設けることができません。さらに、財政措置の対象が限定的であった

ことです。自主財源が乏しい川内村では、補助率の高い事業を積極的に導入し、その対象が主にインフラ整備

とされていたのです。住民の生活再建を考えるならば、時間をかけて住民の意向を尊重する事業がおこなえる

ような復興行財政でなければならないと考えます。 

【研修の経過】 

2015年 4月：川内村の婦人会の三役、村議会議員・一般住民、遠藤雄幸村長にヒアリング。 

2015年 5月末〜6月：猪狩貢副村長、川内村商工会長、第 1・第 2区長にヒアリング。 

2015年 7月：天山祭りに参加し住民にヒアリング、第 3・4・5・6・7・8行政区長へヒアリング。 

2015年 8月：猪狩貢副村長、財政課にヒアリング。長福寺の住職、上川内・下川内諏訪神社の神主にヒアリング。 

2016年 1月：猪狩貢副村長、住民課、産業振興課にヒアリング、村議会議員にヒアリング。 

2016年 3月：猪狩貢副村長にヒアリング。 

【今後の展望など】 

（１）避難者に対する支援政策とその費用負担を把握すること。今回の調査研究から、川内村では、避難者に対

する支援政策はほとんどなされておらず、実質的に避難者支援を受け入れ自治体に委ねている状況にあること

がわかった。今後、受け入れ自治体と避難者に聞き取り調査をおこない、支援政策の包括的な把握と費用負担

の実態を明らかにしていく必要があると考えている。 

（２）被災自治体が長期的かつ自由に使える財源となる基金制度について研究すること。今後は、過去の大規模

災害の事例から復興基金の財源とその運用について調べていく予定である。そして、原発被災地域の再生のた

めに必要となる財源として基金制度のあり方を検討していきたい。 
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